
 

 

令和 4 年度 事業報告 
 

近年、核家族化や少子高齢化の急速な進行、住民相互のつながりの希薄化など、地域

社会を取り巻く環境はますます厳しさを増し、8050 問題やダブルケア、生活困窮者の

増加、虐待、社会的孤立など、地域の福祉課題は複雑化・複合化しています。また、令

和 4年度においても、新型コロナウイルス感染症の影響が続いており、多くの計画・事

業について中止や縮小を余儀なくされました。そのような状況の中、小林市社会福祉協

議会では地域福祉の総合的な推進役としての役割や使命を踏まえ、多様な関係機関・団

体等との連携のもと第 1次中長期経営計画（令和 2年～令和 6年度）に掲げた事項を中

心に、様々な事業活動を展開しました。さらに、新たに策定された『ともにつながり支

え合い、安心して笑顔で暮らせる福祉のまちづくり』を基本理念とする『第 4期地域福

祉計画・地域福祉活動計画』（令和 4 年度～令和 8 年度）に基づき、地域福祉推進事業

に取り組みました。 

事業推進については、7月より重層的支援体制整備移行準備事業を推進し、支援を必

要とする人を支援機関及び地域において断らず受け止め、つながり続ける支援体制の構

築を行い、令和 5年度より本格事業実施となりました。 

また、4月より小林市の西部における地域包括ケアシステムの推進母体として小林市

西部地域包括支援センターを開設し、より地域に密着した支援体制が図られることにな

りました。人材確保や職員の資質向上に取り組み事業運営を推進しています。 

介護・生活支援サービス部門については、経営体制の強化をめざし、随時業務改善に

取り組んでいます。4 月に開設したグループホーム茶のん村おんわは、6 月には満床と

なりました。また、慢性的な赤字が続いていたみどりの丘デイサービスセンターを令和

5年 3月で廃止し、シルバーランド望峰の里と統合しています。令和 4年度の介護保険

事業も厳しい収支状況でしたが、補助金収入と受託金収入の増額や経費削減により、法

人全体での経営状況については、前年度より改善されています。 

 

１ 重点項目報告 

（１）社協・生活支援活動強化方針への取組 

重層的支援体制整備事業の移行準備事業が開始され、体制整備に向けた研修会及び

会議を計画通り実施し、本格事業実施に向けた関係機関の意識の醸成ができました。

また、「地域・制度・社会から だれもとりこぼさない みんなをすくいあげることをめ

ざして【（Scoop up(スコップ)事業）】」をスローガンに実施計画を策定しました。 

相談支援について、子育て世帯へのフードパントリーや生活困窮世帯へのフードバ

ンクの実施、各種広報誌を活用した呼びかけにより、様々な食品等の提供を受けて、

食料が必要な方々への食糧支援を行うことができており、生活課題を把握しやすくな

ったことで支援につながっています。 

（２）安定した経営と収益改善 

令和 4年度決算は法人全体での当期活動増減差額が前年度より改善しているものの

マイナス 3,838,446 円となり赤字の決算となりました。介護保険事業については、施

設の老朽化と収益が将来的にも改善が見込めないことから、みどりの丘デイサービス

センターを廃止することとなりました。法人全体の介護保険事業については、経常増

減差額が 8,082,946 円となり、前年度に比べてマイナス 2,378,400円となりました。

新型コロナウイルス感染症による利用控えや人件費の増、みどりの丘デイサービス事

業の廃止による収益減によるものです。特色ある事業を行うためシナプソロジーの導

入や作業療法士の採用、新規事業の企画等事業推進体制の検討を行いました。 



 

 

（３）人材育成の強化と処遇適正化 

人材育成については、組織強化をめざし管理職及び候補者を対象にした外部講師に

よる継続研修を毎月実施しています。また、オンラインの動画配信研修を開始し各事

業所での研修体制の強化を図りました。処遇の改善については、嘱託職員の賃金見直

し等の改正を行い職員が将来的に継続して勤務していける体制づくりを行いました。 

 

２ 部門別事業報告 

（１）法人経営部門 

法人経営について、収支状況の分析と組織編制について検討を行い、介護保険事業の

見直しや処遇改善等を行いました。職員の配置に関しては、新規事業の開始により正職

員 2名、限定正職員を内部登用により 5名採用しましたが、事業増加により人材の確保

が課題となっており、管理職も含めた職員の配置できていない状況があります。人材育

成については、オンラインの動画配信研修や管理者育成研修を計画し、将来の組織強化

を図る取り組みを行いました。また、宮崎県の補助金を活用し、デイサービス等にタブ

レット端末と記録システムを導入する等 ICTの活用を推進しました。 

（２）地域福祉活動推進部門 

新型コロナウイルス感染症の影響により、校区・地区社協やサロン等の活動が停滞し

ている状況のなか、各活動に参加して支援を行いました。しかし、今年度はサロン、有

償ボランティア、ご近所体操等の新規立ち上げについて目標を達成することができませ

んでした。また、各校区地区社協において地域福祉座談会を実施し、各地区校区社協に

おける地域福祉活動計画確認、地域課題の抽出を行いました。座談会では「我が事会議

事業」「暮らし見守り協力員配置事業」「地域資源連携事業」の推進について協議を行い

ました。 

（３）相談支援・権利擁護部門 

重層的支援体制整備事業の本格事業実施に向けて、移行準備事業を実施しました。包

括的支援人材育成研修会や複合課題を抱える事例についてのケース会議として「多機関

協働検討会議」を随時開催し、関係機関との協議を重ね新事業への理解と協力を得るこ

とができました。また、ひきこもり支援について家族会や居場所、プラットフォームの

設置ができ体制整備を行うことができました。 

また、4月より新たに小林市西部地域包括支援センターをシルバーランド望峰の里内

に開設し、小林市西部地区の高齢者支援の拠点として運営を行うこととなりました。職

員体制が課題でしたが、地域への広報啓発により拠点としての周知が図られています。 

（４）介護・生活支援サービス部門 

令和 4年度介護保険事業においては、経営体制の強化を図るため、事業のスクラップ

アンドビルドをおこない、業務改善に取り組みました。みどりの丘デイサービスセンタ

ーについては、総合事業の導入による収益率の減少、施設の老朽化により廃止とし、利

用者は望峰の里デイサービスセンターにおいて受け入れをおこないました。 

4月に開設したグループホーム茶のん村おんわについては、茶のん村からの利用者の

異動もあり 6月には満床となりました。また、小規模多機能ホーム茶のん村及びグルー

プホーム茶のん村おんわにおいて新型コロナウイルス感染症のクラスターが発生し、そ

の対応に追われることとなりました。介護保険事業等については、新規事業の開始があ

りましたが利用者が増えず、人件費が増加したため増収減益となりました。 



 

 

  

役員会開催

令和4年度第2次会計補正予算書について
評議員選任候補者の推薦について
評議員選任・解任員会の開催について
評議員会の開催について

令和4年度第1次会計補正予算書について
評議員選任候補者の推薦について
評議員選任・解任委員会の開催について
評議員会の開催について

定款の変更について
令和4年度第1次会計補正予算書について
理事の選任について

評議員会・令和4年6月22日 令和3年度事業報告書・会計決算書について

第4回 育児・介護休業等に関する規程の一部改正について

給与規程の一部改正について

評議員会の開催について

第4回 議事録署名の選任について
評議員会・令和5年3月27日

給与規程の一部改正について
嘱託職員、臨時職員及び非常勤職員給与規程の一部改正について

理事会・令和4年9月21日 嘱託職員、臨時職員及び非常勤職員給与規程の一部改正について

嘱託職員、臨時職員及び非常勤職員給与規程の一部改正について

会名・年月日 内　　　　　容
第1回 施設長等の選任及び解任について
理事会・令和4年4月1日

第1回 議事録署名人の選任について

第2回 施設長等の選任及び解任について
理事会・令和4年5月30日

経理規程の一部改正について

第3回 令和3年度事業報告書・会計決算書について
理事会・令和4年6月6日 定款の変更について

第2回 議事録署名人の選任について

理事会・令和4年11月16日

評議員会・令和4年9月30日 育児・介護休業等に関する規程の一部改正について

評議員会・令和4年12月16日 令和4年度第3次会計補正予算書について

内　　　　　容会名・年月日

第5回 介護・生活支援サービスの今後の方針について

処務規程の一部改正について
令和5年度事業計画書・会計予算書について

（決議の省略による）

第7回 令和4年度第4次会計補正予算書について
理事会・令和5年3月17日 経理規程の一部改正について

第6回

第3回 議事録署名人の選任について

令和4年度第3次会計補正予算書について
理事会・令和4年12月8日 嘱託職員、臨時職員及び非常勤職員給与規程の一部改正について

嘱託職員、臨時職員及び非常勤職員給与規程の一部改正について
令和4年度第2次会計補正予算書について

みどりの丘デイサービス事業の廃止について
評議員会の開催について
施設長等の選任及び解任について

嘱託職員、臨時職員及び非常勤職員給与規程の一部改正について
みどりの丘デイサービス事業の廃止について

処務規程の一部改正について
令和5年度事業計画書・会計予算書について
第三者委員の選任について
役員賠償責任保険の加入について



 

 

３ 事業所別事業報告 
 
（１）法人経営課 
ア 総務係 
事業の概要 

理事会・評議員会の組織運営とともに、財務・人事・労務などの法人運営や総合的な企
画、各部門間の調整などを行う社協事業全体の管理（マネジメント）業務にあたる。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①全職員が法人使命・理念とビジョンを理解し、実践することを目的とし職員研
修会を年 2回開催する。 

実績 
会長、事務局長、法人経営課長で各事業所のミーティング等に参加し、法人理

念や中長期経営計画についての説明を実施した。 

評価 
全職員へ法人の使命・理念や中長期経営計画、地域福祉についての説明を行う

研修を 1回行った。職員の法人理念等の共有や浸透がまだ不足している。 
 

計画 
②現状の正確な分析と課題の設定をもとに、迅速な経営判断を行うことができる
意思決定機関を目指す。委員会を 3か月ごと、経営会議を毎月、経営計画推進
部会を年２回実施し、経営計画の進捗管理と収支状況の分析を行う。 

実績 
中長期経営計画策定・実行委員会は 1 回、経営会議は 12回実施、経営推進部

会は実施できなかった。経営会議で収支状況の説明をすることができた。 
評価  収支状況の共有・分析ができたが、その後の検討と行動ができていない。 
 

計画 
③職員の配置と定員の適正化を図るため、正規職員について、中核的な事業を担
う職員として必要な定員の確保と育成を図ることを目的とし、採用計画見直し
と新規職員研修を実施する。 

実績 
職員採用試験を実施し、正規職員 2 名採用した（うち、1 名作業療法士）。ま

た、4月 1日付 3名、10月 1日付 1名、1月 1日付 1名の合計 5名の限定正職員
の採用（内部登用）を行った。 

評価 
 事業の新規や見直し、職員の退職により、職員の配置ができていない事業があ
る。新規職員研修及び人材育成研修は計画どおり実施できているが内容の検討を
行う。 

 

計画 
④成長させる教育の仕組みがあり、技術や知識だけでなく、責任感などの意識の
向上も含めた福祉のプロフェッショナルが養成できる組織を目指す。職員研修
計画の周知及び実施を行う。 

実績 

職員研修年間計画で計画した重点テーマの研修（交通安全研修、虐待に関する
研修・人権に関する研修、接遇研修、メンタルヘルス研修）を実施することがで
きた。また、中間管理者職員研修計画を策定し実施した。オンラインの動画配信
サービスを開始した。 

評価 
 外部研修について、コロナウイルス感染症対応のため参加できていない。全体
の研修は実施できているが、職員個人の研修計画が不足している。 

 

計画 
⑤業務のマニュアル化によって、高い業務効率と振り返りの仕組み（PDCA サイ
クル）が構築されている組織を目指す。リスクマネジメント委員会を月 1回開
催し、マニュアル策定と見直しを行う。 

実績 リスクマネジメント委員会を毎月実施することができた。 

評価 
 リスクについての共有化が図られている。業務マニュアルの整備が進んでいな
い事業がある。 

 

計画 
⑥組織構成と業務分掌等を見直し、効果的で効率の良い業務と働きやすい環境づ
くりを行う。処務規程の変更を検討する。 

実績 
組織編成について検討を行い、処務規程の改正等を行うことができた。課長級

や事業所長級の人材の配置ができていない。 

評価 
 事業の枠組み及び中長期経営計画に沿った、組織の見直しを行った。事業所長
長不在の事業がある。 

 

  



 

 

計画 
⑦会員である市民の理解と協力が得られるよう適宜・適切な情報公開・情報発信
を行う。 

実績 
年 2回広報委員会を実施し、全戸配布することができた。6月からホームペー

ジのカウンターを設置し、3月末までに 9,500件の閲覧があった。 

評価 
 ホームページ及び SNSの情報発信ができている。さらに、地域福祉事業の説明
等の周知を図る。 

 
計画 ⑧会費や寄付金、募金等の自主財源の確保を目指す。広報営業計画を策定する。 

実績 
社協だよりで忌明寄付の Q＆A を掲載し、寄附金の目的を周知することができ

た。 
評価  寄付金が減少しており、さらに寄付金用途明確化と広報を行っていく。 
 

計画 
⑨行政（市）との定期的な協議を行う。仕様に沿った適正な積算額の計上及び委
託事業の管理費を確保できるシステムの導入を検討する。 

実績 
行政との打合せを実施したが、補助金や委託金への予算要望に反映することが

できなかった。 

評価 
 行政との定期的な協議ができていない。委託事業における管理費についての協
議ができなかった。 

 

計画 
⑩スムーズな情報収集、効率的な IT の活用を行う。記録等タブレットの導入、
IC カードによる勤怠管理及びオンライン会議を使用した職員研修を検討す
る。 

実績 

宮崎県の補助金を活用し、デイサービス等にタブレット端末と記録システムを
導入することができた。また、勤怠管理システムのデモを実施し、次年度以降検
討する計画を立てることができた。オンラインでの研修や会議を実施できてい
る。 

評価  効率的な ITの活用をさらに進めていくことが必要。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

  

福祉センター（会議室）の貸出
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（２）地域福祉課 
ア 地域福祉係 
事業の概要 

小地域福祉活動（見守り、サロン活動、生活支援活動他）やボランティア活動の推
進、福祉教育、地域福祉推進基礎組織や当事者組織等の支援、共同募金への協力、地域
福祉活動計画の策定、地域福祉計画策定への協力など、住民参加や協働による福祉活動
の支援や基盤づくりにあたる。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①共同募金 
目標額・実績額の維持を図る。特に法人・学校・街頭募金を強化する。新規法

人 5社、街頭募金への 1学校参加。社協配分金使途の充実度を高める。 

実績 

目標達成率 一般募金 97.3% 歳末たすけあい 107.7% 新規法人 5件  
募金活動取組校 11校/25校（小中高・専門学校） 募金額（昨年度比△6,414円） 

評価 
 募金額は減少。法人募金について新規開拓できたが募金額は減少している。学
生ボランティアや少年少女活動団体等の街頭募金を実施できた。街頭募金の実績
額は年々増加している。配分金については計画通り実施できている。 

 

計画 
②地域見守り応援活動推進事業 
宮崎県域の締結業者との協力体制の強化を図る。締結業者訪問説明 20件 

実績 
宮崎県域締結業者 16件訪問 
協定締結数 17団体  連絡会議 １回 報告件数 ４件 

評価 
 締結事業者への訪問を行い説明することで、事業者の理解が深まり見守り体制
の充実を図ることができた。 

 

計画 
③地域福祉計画・地域福祉活動計画 
現計画と地域の現状を検証し、計画の PDCA サイクルによる適切な進行管理を
行う。 

実績 
各校区地区社協役員を中心に地域福祉座談会を実施した。地域福祉座談会にお

いて、各校区地区における地域福祉活動計画の目標について進捗状況を確認し、
今後の活動について意思確認を行うことができた。 

評価 
 座談会により現状の把握ができている。地区ごとの計画を推進していく。委員
会を 1回実施した。 

 

  

一般募金、歳末たすけあい募金 （単位：円）

531,067 309,996 7452,190 96,677 795,349
73,200

一般 6,889,176
0 161,359

956,708
歳末 1,830,425

4,703,890
1,549,176 750

合計 8,719,601
26,687

法人 学校 職域区分 小計 戸別 街頭 その他個人募金

6,253,066 531,067 478,877 115,930
19,253

757383,196

内　　容 災害援助活動（火災見舞金）
件　　数 0件



 

 

計画 
④地域福祉座談会 
中学校区での座談会の開催を実施し、小さなニーズから拾い上げ支援につなげ
る。全校区地区社協で座談会を実施し、地域福祉活動計画の推進を図る。 

実績 

各校区地区社協で地域福祉座談会を実施した。地区別地域福祉活動計画の進捗
状況を確認しながら、次年度の取り組みに関する希望や方向性を聴くことができ
た。地域課題については抽出を行ったが、地域で解決する仕組みづくりまでは至
らなかった。 

評価 
 校区地区社協単位で役員が中心であったが、昨年よりも規模を大きくした地域
福祉座談会を実施できている。 

 

計画 
⑤福祉教育 
教育委員会や学校教育課等関係機関と協働しながら、福祉教育指導補助員の資
質の向上を図る。フォローアップ研修会を年１回実施する。 

実績 
Aidフォローアップ講座 令和 4年 10月 24日 参加者 23名 
福祉教育 実施延べ回数 18回 

評価  協力員のフォローアップでき、福祉教育の内容も充実が図れている。 
 

計画 
⑥福祉バザー 
福祉バザー単独実施ではなく、他行事との協働を検討する。年 2回の実行委員
会を行う。 

実績 コロナ感染防止により事業中止 実行委員会１回 
評価  新型コロナウイルス感染症のため未実施。 
 

計画 

⑦ホームスタート 
ホームスタートの普及促進に努める。ＳＮＳで情報発信を行い身近にホームス
タートを感じられるよう周知を図る。ボランティアを育成し、訪問件数 5件以
上を維持する。 

実績 

利用者 2名（延べ 14名）  回数 2回（延べ 123回） 
運営推進会議 0回  HV養成講座 0回    
コロナ感染拡大により訪問ができていない。しかし利用についての問い合わせ

が多くなり、周知に関して少しずつであるが効果がでている。 
評価  今年度目標に達していない。事業が推進できていない。 
 

30名 13名
対　　象

20名

会　　場
期　　日 令和4年12月16日（金）

令和5年3月23日（木） 令和5年4月4日（火）

期　　日

会　　場 真方一区公民館 細野小学校 社会福祉センター別館大会議室

対　　象 真方一区地区社協 細野校区社協 南真方西区・緑町地区社協

参加者数

令和5年3月8日（水）

14名 15名 8名

参加者数 3名 6名 3名

期　　日 令和5年3月17日（金）

社会福祉センター別館大会議室 旧茶のん村
南小校区社協 須木中央・鳥田町・内山校区社協

参加者数

令和4年10月18日（火）

社会福祉センター本館　交流スペース 社会福祉センター別館　第一会議室

令和5年3月8日（水） 令和5年3月17日（金）
会　　場 栗須ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
対　　象 栗須校区社協 南真方東区・南真方区地区社協 三松校区社協

令和5年2月15日（水）
坂元親子会館
坂元地区社協

期　　日 令和5年2月21日（火） 令和5年2月24日（金） 令和5年2月28日（月）
会　　場 社会福祉センター別館大会議室 社会福祉センター別館第2会議室 東方研修館
対　　象 西町三区地区社協 西町二区地区社協 東方校区社協

参加者数 13名 3名 12名

期　　日 令和5年2月28日（月） 令和5年3月1日（水） 令和5年3月2日（木）
会　　場 永久津営農・受託組合事務所 社会福祉センター別館第2会議室 やすらぎ荘
対　　象 永久津校区社協 西町一区地区社協 紙屋校区社協

参加者数 12名 3名 8名

期　　日 令和5年3月2日（水） 令和5年3月3日（金） 令和5年3月6日（月）
会　　場 環野公民館 西ノ原集会所 友愛会館
対　　象 幸ヶ丘校区社協 西小林校区社協 のじり校区社協

参加者数 6名 11名 4名



 

 

計画 

⑧子ども食堂 
子ども食堂、学習教室が小学校区ごとで実施できるよう支援する。子育て支援
課等関係機関と協働し、学校の空き教室、飲食店への協力依頼を行い、身近な
居場所づくりを推進する。学習教室 8件、子ども食堂新規 2件を目指す。 

実績 

コロナ感染症の影響を受
け、本来の目的が果たせてい
ないが、個別支援につながる
ケースが増えた。 
12 回実施 1,538 名利用（子

ども 880名、大人 658名） 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価 
 コロナの影響により、子ども食堂及び学習教室を増やすことができていない。
また、本来の子ども食堂を行うことができていないが、他の新規事業などと連携
し、生活困窮家庭等に対し定期的に支援ができている。 

 

計画 
⑨ボランティアセンター 
多様な年代層のボランティア登録者や団体及び受入先を確保し、ボランティ
アの充実を図る。学生ボランティア 50名、新規 3団体の登録を目指す。 

実績 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学生 VO １７１名登録 
団体 VO   ３件登録 
（小林地球温暖化防止活動会、おもちゃ病院にしもろ、熱中食堂） 

評価  目標を達成している。個人ボランティアの大幅な増加を図ることができた。 
 

  

）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）
）

1月14日 134 （子ども 74 大人 60
2月11日
3月12日 130 （子ども 79 大人 51

8月20日 110 （子ども 59 大人 51
9月10日
10月8日 138 （子ども

12月11日 112 （子ども 69 大人 43

5月14日 86 （子ども 52 大人 34
6月11日 169 （子ども 91 大人 78
7月9日 99 （子ども 56

74 大人 64
11月12日 164 （子ども 97 大人 67

実施日 利用人数（内訳）
4月9日

大人 43

134 （子ども 84 大人 50

135 （子ども 75 大人 60

127 （子ども 70 大人 57

ボランティア団体
小林ボランティア連絡協議会加入12団体　　

須木ボランティア連絡協議会加入7団体

小林市地域婦人連絡協議会

地域の偏見・差別撲滅活動

団　　体　　名 活　動　内　容

障害を考える会

すき商工会女性部

団　　体　　名

障害者福祉の地域理解の推進

一人親世帯レク・母子研修

夏木ボランティア

小林市手話通訳者派遣協会

児童との交流

小林こすもす家族会
愛のこばと会

永田婦人会
環境美化・花植栽
清掃・高齢者交流 花植栽・空き缶拾い

活　動　内　容
環境美化・施設訪問

子育て支援・環境美化

献血活動・救命講習

奈佐木ボランティア

高齢者訪問・募金活動

環境美化・地域交流
あすなろ会 読み聞かせ

いきいき女性アドバイザー

小林市母子寡婦福祉協議会

小林市赤十字奉仕団
音声訳 花みずきの会

活　動　内　容

手話通訳派遣・啓発活動

施設訪問・福祉ポスト

団　　体　　名

更生保護・防犯活動

活　動　内　容

愛の訪問ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱコスモス会

布遊具作成・貸出

袋ボランティア
団　　体　　名

小林市朗読友の会
手話サークル木の実会 手話講習・手話通訳

小林地区更生保護女性会

ボランティア活動機材貸出

11
9

物　　品　　名

ペタンクセット

アイマスク

福 祉 車 両 3

回数

0
12

車 椅 子 49
115プロジェクター・スクリーン

グランドゴルフセット
　　疑似体験セット



 

 

計画 
⑩地域生活支援事業 
共生型の拠点づくり（集いの場の立ち上げ支援、未設置区立ち上げ支援）を推
進する。ご近所カフェ及び新規サロンを 5団体以上立ち上げる。 

実績 

新規サロン    2団体 
 
 

107 大萩さんさんクラブ 令和３年 108 うしとぐち 令和４年
109 健幸脳トレサロン 令和４年

サロンオルレア 令和３年 健康ハツラツグループ 令和３年

99 ご近所カフェたまきの 令和２年 100 のじり６９６会 令和２年
101 北きりしま冒険遊びの会 令和２年 102 ご近所カフェたんぽぽ 令和３年
103 ご近所カフェマヒロ 令和３年 104 てげてげサロン 令和３年

93 天神クラブ 令和元年 94 坂元地域活動クラブ 令和２年
95 ご近所カフェひなた 令和２年 96 いきいきにっこりサロン 令和２年
97 きばろかいサロン 令和２年 98 内山年金会 令和２年

平成29年 86 ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ茶飲ん場なかよし会 平成30年
87 西梅田交流サロン 平成30年 88 上原サロン 令和元年
89 Ｓee hope 令和元年 90 茶飲み場らんらん 令和元年
91 東方ふれあいいきいきサロン 令和元年 92 中ノ島愛好会 令和２年

79 永久津サンライズ 平成28年 80 芹川巣之浦地区サロン 平成29年

105 106

81 大出水いきいきサロン 平成29年 82 茶のん場水流迫 平成29年
83 仲町茶のん場 平成29年 84 東八幡原サロン 平成30年
85 お茶のみサロンさくら

73 愛宕町サロン 平成27年 74 緑町区緑の会いきいきサロン 平成28年
75 谷ノ木ふれあいサロン 平成27年 76 花立原イキイキサロン 平成28年
77 竹山カフェ　あいりす 平成28年 78 西小林北サロン 平成28年

67 新田場恵ちゃんクラブ 平成24年 68 西上ノ馬場サロン 平成27年
69 いきいきサロンスミレ 平成25年 70 橋谷地区公民館茶話会 平成27年
71 心愛サロン 平成27年 72 栗巣野サロン 平成28年

61 猿瀬サロン 平成23年 62 八所サロン 平成24年
63 秋社川いきいきサロン 平成23年 64 高山ふれあいサロン 平成24年
65 池之尾サロン 平成24年 66 あじさい会 平成27年

55 西之原いきいきサロン 平成23年 56 東仲町サロン 平成23年
57 緑町ふれあいサロン 平成23年 58 瀬戸ノ口サロン 平成23年
59 きりくら　いきいきサロン 平成23年 60 響サロン 平成23年

49 栗須ふれあいいきいきサロン 平成22年 50 柿川内サロン 平成22年
51 西原サロン 平成22年 52 本町いきいきサロン 平成22年
53 下ノ原いきいきサロン 平成22年 54 境別府サロン 平成22年

43 観音丘生き生きサロン 平成22年 44 天神丁・新地馬場・内馬場サロン 平成22年
45 陣原サロン 平成22年 46 吉村サロン 平成22年
47 佐土原・旭いきいきサロン 平成22年 48 生きがいサロン 平成22年

37 後川内東部ふれあいクラブ 平成20年 38 なかよし会サロン 平成21年
39 上永久津高齢者いきいきサロン 平成21年 40 大笹サロン 平成22年
41 今別府サロン 平成22年 42 跡瀬サロン 平成22年

31 南ヶ丘みやま会 平成19年 32 あたごさろん 平成20年
33 上町中区いきいきサロン杉の子 平成20年 34 坂元サロン 平成20年
35 種子田いきいきサロン 平成20年 36 幸ヶ丘菜の花会 平成21年

25 奈佐木サロン 平成18年 26 上九瀬サロン 平成18年
27 今別府ふれあいサロン 平成19年 28 上町北区いきいきサロン 平成19年
29 橋野本いきいきサロン 平成19年 30 北堤ひまわり会 平成19年

19 原サロン 平成18年 20 麓地区サロン 平成18年
21 夏木サロン 平成18年 22 中河間サロン 平成18年
23 下九瀬サロン 平成18年 24 堂屋敷サロン 平成18年

№ 団　　　体　　　名 設立年 № 団　　　体　　　名 設立年

9 西町二区ふれあい会 平成15年 10
7 南真方西区長寿会 平成12年 8 南島田いきいきサロン 平成15年

三ッ山コスモス会 平成6年
平成12年

5 真方二区いきいき会 平成12年 6

1

平成16年 12

鵜戸原いきいきサロン 平成13年 4 真方一区福祉会

宮前いきいきサロン 平成17年

北西一区友愛会 平成15年

13 仲間サロン 平成18年 14 下孝の子地区ふれあいサロン 平成18年
11 永久津ウエルネスクラブ

15 孝の子サロン 平成18年 16 平成会 平成18年
17 ４の２友遊サロン 平成18年 18 永田いきいきサロン 平成18年

2 竹山ふれあいいきいきサロン 平成7年

北西4組いきいきサロン 平成18年

3



 

 

実績 

   

評価 
令和 4年度サロン及びご近所カフェの活動が縮小しており、サロン解散 2団体 

自主活動 2団体となっている。サロンの在り方や新規事業の検討を行っていく必
要がある。 

 

計画 
⑪有償ボランティア事業 
既存の団体の継続支援と住民への理解をしていただくための説明会の実施及
び新規 3 団体以上の立ち上げ支援を行っていく。 

実績 
新規団体 0カ所 
全 8団体 南西 2区・北西 3区・北西 2区・野尻 4区・南西 1の西区・ 

南真方西区・坂元区・南西１の東区 

評価 
 目標が達成できていない。既存団体についてもフォローをしていく必要があ
る。 

 

計画 
⑫ご近所体操事業 
広報活動及び参加のしやすい体制整備の推進を行う。参加団体 220組、  参
加者数 1,100 名を目指す。 

実績 第 3弾（R4年 4月～R4年 9月）765名、第 4弾（R4年 10月～R5年 3月）774名 

評価 
参加者目標数は達成されていない。取り組みについて広く周知を行い参加者増を
目指す。 

 

  

生活支援体制整備事業
生活支援コーディネーターを配置し、生活支援サービスの開発やその担い手を養成・発掘
などの地域資源の開発やネットワーク化を進めていく。

内　　容 ご近所体操（介護予防）
件　　数 第3弾765名（4月1日～9月30日）、第4弾774名（10月1日～3月31日）

内　　容 色塗りコンテスト（介護予防）
件　　数 393作品（Ｒ4年度小林地区240、須木30、野尻123）

内　　容
地域資源の開発（生活支援）

　有償ボランティア団体の立上げ支援

設立希望団体

南西1の東区 うしとぐち 令和４年４月１日設立
南西1の東区 健幸脳トレサロン 令和４年１２月１日設立

内　　容
　ふれあい・いきいきサロン及びご近所カフェの立上げ

設立団体

回　数

回　　数 425　件

内　　容 いきいき通信　生活支援コーディネーターだより
発行日 9月15日号（あき号）

14,000部

構　成
長寿介護課、小林市地域包括支援センター、のじり地域包括支援センター、
社会福祉協議会（須木支所・野尻支所）、生活支援コーディネーター
12回

内　　容 令和４年度　小林市生活支援・地域づくり協議会
日　　時

集いの場把握件数（サロン、パワーステーション、e-カフェ）内　　容

発行数

地域資源の開発（介護予防）

内　容 生活支援体制整備事業連絡会議

コロナウイルス感染症拡大防止のため中止
構成団体 17団体

設立団体 なし
後川内区、真方2区



 

 

計画 

⑬校区・地区社会福祉協議会事業 
アウトリーチを徹底し、すべての社協で「我が事会議事業」「暮らし見守り協
力員配置事業」「地域資源連携事業」を推進する。全校区の設置を目指し、今
年度重点項目として小林小学校区の社会福祉協議会の立ち上げ支援を行う。 

実績 

我が事会議事業実施社協（仲町区を除くすべての社協） 
暮らし見守り協力員配置事業実施社協（西小林、坂元地区） 
校区地区社協を中心に地域福祉座談会を行ったことで、小林市社協と校区地区
社協との活動の方向性の合意形成を図ることができた。また、「我が事会議事業」
「暮らし見守り協力員配置事業」「地域資源連携事業」の推進についても次年度
に繋げる説明が実施できた。 

評価 

 アウトリーチをおこなえるようになってきている。座談会を行うことで各社
協の事業充実ための支援が進んでいる。推進しているが、新型コロナウイルス感
染症の影響により進んでいない。小林小学校区内の上町地区、種子田地区におけ
る設立の調整ができなかった。 

 

計画 
⑭災害ボランティアセンター 
行政、NPO、社協での 3者連携連絡会を年 4回開催する。 

実績 

・12月 19日、ＳＶＣ役員と意見交換会を行い日南市で開催された宮崎県総合防
災訓練での報告をした。意見交換会では台風 14 号の被害状況の情報共有並び
に今後の災害ボランティアセンター運営について協議したが運営までは至ら
なかった。 

・災害ボランティアセンター運営訓練はコロナの感染状況を勘案し未実施。 
評価  関係機関との連携が図ることができている。運営訓練ができていない。 
 

計画 
⑮社会福祉法人連絡会事業 
複数法人間連携による地域貢献の取り組みを地域福祉推進事業や福祉教育事
業と連携しながら実施する。 

実績 
参加法人 17法人  連絡会 2回 
子ども食堂支援事業・福祉教育キャリア教育事業 

評価  参加する社会福祉法人が連携し地域社会に対しての公益的な活動を行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

校区社協13団体、地区社協8団体

平成4年

19 栗須小校区社会福祉協議会 平成29年
21

17 南真方西区・緑町区社会福祉協議会 18 坂元区社会福祉協議会
20 南真方東区・南真方区社会福祉協議会 平成28年

平成27年

13 内山小校区社会福祉協議会 平成18年 14 鳥田町小校区社会福祉協議会

西町１区社会福祉協議会 平成４年 8 西町２区社会福祉協議会

3

9

1 昭和59年
№

12 須木中央校区社会福祉協議会

永久津校区社会福祉協議会 昭和60年 6 西小林校区社会福祉協議会

7

平成18年

5 平成3年

11 真方１区社会福祉協議会
平成5年10 仲町区社会福祉協議会

社会福祉協議会名

令和2年南小校区社会福祉協議会

社会福祉協議会名設立年 №

平成23年

平成15年

15 のじり校区社会福祉協議会 平成27年 16 紙屋校区社会福祉協議会

平成18年

幸ヶ丘校区社会福祉協議会 昭和59年 4 東方校区社会福祉協議会 昭和60年

西町３区社会福祉協議会 平成４年

設立年
細野校区社会福祉協議会 昭和59年 2 三松校区社会福祉協議会

平成27年

福祉用具の貸出

0 5

100
39 27 61

1
2 5

2

20 0 5 15

13 4 3
13
90 0

0 4 12 7

16

14
シャワーキャリー 9

1

103 25 3

15

歩行器 22 0 2

オーバーテーブル 14 0 0 14 0 1 14
11 2 4

6
手押し車

浴槽台(ステップ台) 14 0 3 11 4 1 7
介助バー 17 0 2 15

20 14 6

0 2 7

0
100

2

杖 16

0 16 1 1エアーマット 16

昇降いす 17 0 5 12 11 1

スロープ 15 0 1 14 0

今年度
貸出数

在庫物品名 前年度末 増加
（購入・寄贈）

減少
（廃棄他）

今年度末
うち、

貸出数
ベ ッ ド 118 1

1

車 椅 子 118 2 20

サイドテーブル 13

こばやし福祉推進大会共催
期　　日 新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止



 

 

イ 相談支援係 
事業の概要 

無料法律相談をはじめあらゆる相談の窓口として総合相談窓口を開設し、制度の利用
や専門機関と連携をして解決に向けた対応を行う。 
複合的な課題を抱える人や世帯に対して、適切な相談対応や支援が提供できるよう、

地域を主体とした多様な社会資源が活躍できるネットワークを構築し、連携協働や新た
な地域資源の創出を図ることで、包括的な支援体制を推進する。 
指定特定障害者相談支援事業所として福祉サービス等が多様な事業者から、総合的か

つ効率的に提供されるように利用計画の作成及び支給決定後のモニタリングを実施す
る。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①多機関協働検討会議事業（重層的支援体制整備の実施に係る体制構築） 
課題を抱える世帯に対し、多機関が協働し支援を行う体制を構築する。多機関
協働検討会議を 7回以上開催する。 

実績 

重層的支援体制整備事業への移行準備
事業が始まり、本人同意が得られている
相談者は重層的支援会議で検討を行い、
本人同意がないケースは今年度までは多
機関協働検討会議で支援について検討を
行った。重層的支援会議 5 回、多機関協
働検討会議 8回 

評価 
 重層的支援体制整備事業の本格実施に向け、関係課との協議を重ね、新規事業
への理解を得ることができた。多機関協働研修会議や検討会議について目標が達
成され、複合的な課題を抱える世帯の支援につなげることができた。 

 

計画 

②総合相談事業 
社協の総合相談窓口が地域住民に周知・認知されるよう広報誌年 1回、SNS発
信 6 回以上の周知活動を実施する。アウトリーチによる相談支援を充実させ
る。 

実績 

 

評価 
 重層的支援体制整備事業で相談支援包括化推進員について周知を行い、総合
相談については、SNS相談に加えて社協 LINE相談も開設し広報等での PRを行っ
た。相談体制の広報、周知が実施できている。 

 

計画 
④法人内相談事業所会議 
法人内の相談事業所同士で研修を行い、相談機能向上に努める。会議年 10回、
講演会 1 回実施する。 

実績 会議回数 10回    講演会 1回 12月 15日 講師 木原孝久氏 

評価 
 当初の計画に沿って職員同士の学びの場を提供できた。多職種多分野からの事
例提供で普段関わらない分野のことも見識を広げることができ一定のスキルア
ップにつながっている。 

総合相談事業

SNS福祉まるごと相談

内　　容 受付場所 期　　日 件　数
福祉なんでも相談 小林市社会福祉センター 随　　時 267

社協LINE オンライン
オンライン 随　　時 22

随　　時 17

無料弁護士相談

法律相談
金銭、不動産、家庭

6 18

小林福祉センター
場　所

毎月第2・4火曜日
期　　日 実施回数

野尻町友愛会館
5/12.8/12.11/10
5/17.7/19.9/20.11/15.1/17.3/22

件　数
24 122
4 14須木せせらぎ館

家庭、破産等

内　　容

緊急資金貸付事業
内　　容 臨時的な緊急出費に充てる資金の貸付（上限5万円）
件　　数 11件

生活福祉資金貸付事業

教育支援資金（就学支度費）
緊急小口資金（特例貸付）

6件 2,961,000円
43件 8,550,000円

総合支援資金（特例貸付） 38件 18,550,000円

内　　容 宮崎県社会福祉協議会が実施する資金貸付事業の貸付取次事務
87件

件　　数
内訳

多機関協働事業

341 2合計

7月 49 1
8月 26

相談受付件 プラン件数

9月 23
10月 43
11月 72
12月 68

18
2月 24 1
3月 18

1月



 

 

計画 
⑤指定特定障がい者相談支援事業所 
登録利用者数 45名 

実績 

 
 
新規利用者 14名 

 サービス利用再開 1名 
 事業所変更 2名  
一般就労 1名 
サービス利用終了 2名 
介護保険移行 2名 
 
登録利用者数 57名 
 
 
 

評価  新規利用相談を積極的受け入れ対応している。目標達成。 
 

計画 
⑥重層的支援体制整備事業への移行準備 
包括的相談支援事業・参加支援事業・地域づくり事業・多機関協働事業・アウ
トリーチ事業について事業実施計画を策定し、5年度本格実施を目指す。 

実績 

ひきこもり支援について居場所やプラットフォームの取り組みを行うことが
できた。体制整備に向けた研修会及び会議も計画通り実施できている。担当者会
議 8回、代表者会議 2回、多機関協働研修会議 1回、重層的支援会議 5回、包括
的支援体制人材育成研修会 6回 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

アウトリーチ等を通じた継続的支援事業
相談受付件 プラン件数

7月 22 0
8月 9 0
9月 7
10月 26 0
11月 20 0
12月 20 1

0

1月 25 1
2月 32
3月 22 0
合計 183 2

0

4 5

6

18 11 7

10
9

11
12
1

11 1 10

15 5 104
月 合　計 利用支援 継続支援

5
6
7
8

9

10

162

13 4 9

18 0 18
13

14 2 12

13 2 11

1 5

48 114

5 8

14 5 9
18 8

2
3

合　計

事業等名称 開催回数・内容等
重層的支援代表者会議 2回※担当者会議と合同開催

重層的支援担当者会議 8回※うち2回は代表者会議と合同開催

重層的支援会議 5回

多機関協働検討会議 8回※他機関主催分も含む

包括的支援体制
人材育成研修会

（基礎編）

第1回　令和4年8月24日　参加者56名（会場：6名、オンライン50名）
「地域共生社会に向けた包括的支援体制の構築について」
講師：同志社大学　教授　永田　祐氏
第2回　令和4年9月26日　参加者45名（会場：14名、オンライン31名）
「地域づくりと地域の気にかけ合う関係の発見と方法」
講師：全国コミュニティライフサポートセンター　理事長　池田　昌弘氏
第3回　令和4年10月27日　参加者52名（会場：13名、オンライン39名）
「地域をつくる多様な担い手と孤立を防ぐつながり人材育成の視点を学ぶ」
講師：全国コミュニティライフサポートセンター理事長　池田　昌弘氏

包括的支援体制
人材育成研修会

（応用編）

第1回　令和4年12月20日　参加者32名（会場：2名、オンライン30名）
「地域で暮らす一人一人が支え合える地域づくりに向けて」
第2回　令和5年1月13日　参加者27名（会場：8名、オンライン19名）
「コミュニティソーシャルワークにおける個別支援と地域支援①」
第3回　令和5年2月9日　参加者37名（会場：17名、オンライン20名）
「コミュニティソーシャルワークにおける個別支援と地域支援②」
講師：十文字学園女子大学　教授　佐藤　陽氏

多機関協働研修会議
令和5年3月24日
内容：導入「多機関協働で取り組む必要性」、事例検討
講師：十文字学園女子大学　教授　佐藤　陽氏　参加者：53人

スコップ通信
発行：令和5年3月15日
A3両面カラー　2つ折り
発行部数：13,000部



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

評価 
 当初の計画された事業について実施することができ、令和 5年度からの本格実
施に向け計画を作成することができた。 

 
 
 

 
 
 

  

みやざき安心セーフティネット事業
生活困窮者等の自立を支援することを目的に、関係機関で連携・協働しながら総合生活相談
事業や経済的援助を行う。

相談件数（件）
1

経済的援助件数(件）

1

事業等名称 開催回数・内容等

ひきこもり実態調査
調査対象：市内の相談機関や行政機関で相談支援をしている職員
有効回答：69
ひきこもり事例件数：33

参加支援事業
相談受付件 プラン件数

7月 17 0
8月 31 0
9月 19 0
10月 24 0
11月 41 0
12月 14 0
1月 32 0
2月 19 0
3月 20 0
合計 217 0

事業等名称 開催回数・内容等

多分野協働地域づくり事業
連携会議

令和4年12月16日　　参加者：16人
講義　「多分野での協働体制の意義と新たな資源づくりの考え方」
講師：全国コミュニティライフサポートセンター 理事長 池田　昌弘 氏

ひきこもりプラットフォーム会議

1回目令和4年10月11日　参加者：18人（うち2人オンライン）
研修「当事者の私の経験から地域に期待すること」、協議
2回目令和5年3月30日　参加者19人（うち3人オンライン）
事業報告、事例検討

ひきこもりサポーター養成講座

令和5年3月4日　　修了者：15人
内容：「アイスブレイク」
　　　「ひきこもりについての基本的理解」講師：宮崎県ひきこもり地域支
　　　援センター　滝井　香織　氏
　　　「ひきこもり状態にある方、家族の心理状態を理解する」講師：宮崎
　　　大学教育学部　教授　境　泉洋　氏
　　　「ピアサポーターに聞こう話そう」講師：居場所～特性を生かす道～
　　　ピアサポーター
　　　「やりたいことデザイン」

ひきこもり家族会・居場所支援
ひきこもり家族会 居場所まる灯 備考

実施月 家族 支援者 当事者 支援者
4月 4 2 4 2
5月 3 3 3 2
6月 6 3 4 2
7月 4 3 6 2
8月 5 3 5 3

8 4 3 2

9月 台風のため中止
10月 4 5 4 4
11月 4 7 7 2
12月 3 4 4 2

0 0 0 0

合計 48 39 47 25

1月 3 3 3 2
2月 4 2 4 2
3月



 

 

ウ 成年後見センターこばやし 
事業の概要 
①日常生活自立支援事業 

日常生活に不安を抱えている高齢者・認知症高齢者・知的障がいのある方・精神に
障がいのある方の福祉サービスの手続きや日常的な金銭管理のお手伝いを専門員・
生活支援員が行うことにより地域の中で安心して生活できるよう支援する。 

②成年後見制度推進事業 
高齢者や障がい者の意思能力や生活状況に応じて成年後見制度を活用し、財産管理
や身上監護を中心とする権利擁護サービスを提供する。 

令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①日常生活自立支援事業 
利用者数 42名を維持し、在宅生活者の割合 50％を目指す。生活支援員の計画
的な養成を行う。 

実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

利用者 33 名。成年後見制度へ移行、親族や施設で管理、利用者死亡などによ
り利用数は減少。今年度 2件が新規契約、11件が解約。 
今年度より対象利用者の見直しがあり、原則として居宅において生活する方と

なる。14名が在宅（42.4％）。今年度中に解約となった 11件のうち在宅が 3件、
利用者のうち在宅から入所となった方が 2件あった。 
支援が必要な方にはすぐに対応できる体制をとっている。 

評価 
 利用者数が減少しており目標未達成。在宅率についても目標に届いていない。
広報を充実させる必要がある。 

 

計画 

②成年後見制度推進事業 
・受任件数 50件を目標とし、自主財源の確保を行う。 
・市民後見人を視野に入れた法人後見支援員の育成・体制づくりを行う。 
・成年後見に関する広報・普及・啓発活動を推進する。出前講座を 15件実施
する。 

実績 

 
 

・3月末受任件数は 38件。当年度の受任件数は 10件。死亡件数は 8件。 
・中核機関と連携し市民後見人への支援を行っている。 
 登録者数 47人（今年度登録 3人） 
・出前講座は 2件対応。実習への対応が 4件、研修の開催が 5 件、合計 11件に
対応。 

・運営委員会 3回実施 
評価  受任件数が目標に達していない。 
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0 0
0
0 3

0
0 0
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うち
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うち
解約

0 0
0

8
1 0

7 78 19
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8

0 0
2 11

712 8 6
6

2
0 3
1 2

3

32

36
7

12 8 6 7 33

33
12

合計

5 20

その他

7
42

6 20 7 42

7 8 42

1 12
32

6

知的
障害者

精神
障害者

月

6 6

認知症
高齢者

7

7 7 37

7

合計

7 8
7 7 8 42

10

12 8

40
9 16

33

6
8

20

6

2

7

13

7

11
14 8

4

20

相談支援活動

合計 10 8

3
2 28 7 4 0 1
3 27 7 4

1 29 7 4 0 2 その他継続支援中

7 29 7 3 0 0 親族管理

0 （うち相談支援終了）

9

0 1

10 31 7 3 1 1 （うち継続支援中） 18
11 33 7 3 2 1 後見申立作成中（社協受任予定） 9

1 2 後見申立作成中 612 31 7 4

8 30 7 3 1 0 死亡 3

1

31 7 3 1 0 その他 22

7 2 0 0 後見移行 10
6 29 7 3 3 0 日常生活自立支援事業移行 6

4 27 7 2
5 27

2

43
うち辞任 権利擁護相談支援者数 61

月
受任件数

後見 保佐 補助 うち新規



 

 

 
エ 小林市生活自立相談支援センター 
事業の概要 

総合相談体制の充実として、「生活困窮者自立支援法」に基づき、経済的に困窮し、
最低限度の生活を維持することができなくなる恐れのある生活困窮者が困窮状態から早
期に脱却することを支援するため、本人の状態に応じた包括的な相談支援を実施する。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 
計画 ①事業の周知活動を強化し、新規相談者数 90件を目標とする。 

実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令和４年度末の新規登録者実績は 56件であり、令和 4年 9月末でコロナ特例

貸付が終了したことにより、コロナ前の実績に戻る。しかしながら、自立センタ
ー継続支援者数は令和 4 年度末で 233 世帯になっており、コロナ前の約 8 倍に
増加している。 

評価  新規相談件数は減少し目標未達成だが、職員の支援件数は依然多い。 
 

  

相談支援活動件数内訳

所内会議

4

支援ﾌﾟﾗﾝ
作成件数

0 1

9
住宅確保給付金 26
電話相談・連絡 支援調整会議

3

2 0

0 3 1

プラン作成

1

622他機関での情報収集・協議等自宅訪問面談

5

6 1444

218 0
2 0 7 0

2 420
424 0

2 0 644 3
9 0 15

1 0 3 1

810

5,136

1

1 435 0

418 0

0 421

2 0

ハローワーク等就労同行支援 33

1 0 2
1 3

428 2

センター等での面談

2 1

11

支援活動
件数

支援終結
件数

2
3 0 408

9

5

1

6
7 2

0
2

457 112 2

0

05

1
2 0 0

5
4

1 2

0

673
1

30

1

4

相談者数

8

10 0

月

2

9

男 女 不明 計

324

419 0
合計 29 27 0 5,136 11

3 2 1
56

2

6

その他の活動

2,608

合計



 

 

計画 
②生活困窮者支援における出口支援の充実を図る。新規の社会資源の把握数 5件
以上、フードバンクの協力者・事業所数 7件以上を確保する。 

実績 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出口支援の充実を図るため、新たな就職先を見つけることや就労準備支援事業
の実施や重層的支援事業と連携したひきこもり支援を図る。また、伴走型支援の
充実を図るため、支援員の研修を実施する。 
子育て世帯へのフードパントリーや生活困窮世帯へのフードバンクの実施や、

各種広報誌を活用した呼びかけなどにより、様々な食品の提供を受けて、食料が
必要な方々への食糧支援を行う。 

評価 
 食の支援を行うことで、新たなニーズの把握ができ相談支援に繋がっている。 
新規の社会資源の把握ができている。 

 

計画 

③ひきこもりの相談窓口を掲げ、相談のあった世帯に対し家族支援・本人支援を
行う。支援にあたっては専門家を交えた会議で支援状況を協議する。家族会お
よび居場所を立ち上げ、本人および家族の居場所・交流の場とする。支援世帯
数 6世帯以上、居場所利用者 30人を目標とする。 

実績 

ひきこもり支援は、短期的な成果が見えにくく、長期的な取り組みが必要であ
る。重層的支援と連携した取り組みにより、ひきこもり家族会、居場所での支援
を充実し、また、広報誌での市民への啓発に努めて、ひきこもり支援の必要な方々
の掘り起こしを図る。 
ひきこもり支援世帯 17世帯 （うち家族会準備会参加 2世帯） 

評価 
 自立センター登録者におけるひきこもり世帯の支援は難しい。重層的支援体制
整備と連携を図る。 

 

  

フードバンク事業

フードドライブ事業（食料品等寄付）
生活困窮者への食料品等の支援に対し、個人や団体等より寄付をいただいた。

フードパントリー事業（小林市つながりの場づくり緊急支援事業）
新型コロナウイルス感染症の終息が見えない中、子育て世帯の生活環境にも影響は及んでいる。
少しでも不安な気持ちに寄り添い、地域の子育て世帯を「食」で支援する。

フードパントリー機能強化事業（小林市つながりの場づくり緊急支援事業）
受取りが困難な世帯や特に見守りが必要な世帯へ自宅を訪問し、「食」で支援する。

70 245 子ども 144 保護者 101
8月 65 225 子ども 137 保護者 88
9月 69 233 子ども 139 保護者 94

実施月 配布世帯（世帯） 配布世帯人員（人数） 内訳
4月 50 177 子ども 105 保護者 72
5月 50 173 子ども 106 保護者 67

52 190 子ども 112 保護者 786月
7月

157 保護者 110
3月 78 284 子ども 169 保護者 115

実施月 配布世帯（世帯） 配布世帯人員（人数） 内訳
114 子ども 208 保護者 49

9月 32 126 子ども 69 保護者 57

3月

内　　容 食べ物に困っている人や生活に困窮している人の支援

2月 3月 合　計
件数 3 5 6 3 6

2 4

4
月 10月 11月 12月 1月

月

1月

5 1

64 220 子ども 132 保護者 88
64 229 子ども 138 保護者 91

2月 75 267 子ども

8月 30

4月 5月 6月 7月 8月 9月

子ども

子ども 65 保護者 46
11月 33 120 子ども

件数 5

10月 68 230 子ども 139 保護者 91
11月 70 243

1月 36 126 子ども 75 保護者 51
2月 39 139 子ども 82 保護者 57

69 保護者 51
12月 36

6 50

子ども 146 保護者 97
12月

121 73 保護者 48

32 111

46 159 子ども 92 保護者 67

10月

個人 延べ 122 人
団体等 延べ 19 団体



 

 

オ 須木支所 
【地域福祉事業】 
事業の概要 

 地域福祉計画の基本理念である「ともにつながり支え合い、安心して笑顔で暮らせる福祉
のまちづくり」を実現するために以下の事業を実施する。 
・分野を超えた総合的な相談支援体制が構築され、地域や暮らしの困り事の早期発見・解決
につなげるため、行政、民児協、駐在所、在介及び社協の５者による地域ケア会議を開催
する。 

・地域のネットワークを構築するため、行政、区長会、友愛クラブ、民児協、校区社協、ボ
ラ連協、すきむらづくり協議会、商工会等関係機関団体との連携協働を図る。 

・身近な地域での住民を主体にした助け合いの仕組みづくりや人づくりのため、区長会、友
愛クラブ、民児協、校区社協、ボラ連協、すきむらづくり協議会、商工会等関係機関団体
が実施する地域福祉推進事業を支援する。 

令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 

①地域の困りごとの早期発見・解決に繋げるための業務を行う。 
・把握した課題の対応と経過の見える化を行う。 
・いきいきサロン 1団体につき年間 1回以上の支援を行う。 
・校区社協 1団体につき年間 1回以上の支援を行う。 

実績 

・いきいきサロンについてコロナ禍もあり年に 1 から 2 回程度の開催に各サロ
ンともとどまった。内山のサロン以外は年 1回支援を行った。 

・校区社協についてはコロナ禍もあり、中間時点で各校区での研修会は開催出来
ていなかったため、12 月に会長会議を行い協議し、合同での研修として講演
会を開催し 70名の参加があった。 

評価 
 ・いきいきサロンを地域の居場所機能と地域での福祉教育の場として、意識づ
けを図っていく必要がある。 

・校区社協については、1回以上の支援を行い、合同講演会を実施した。 
 

計画 
②ボランティア活動を推進する。須木地区ボランティア連絡協議会の定例会 4
回、総会 1回、イベント 4回の開催を支援する。 

実績 
ボランティア活動の支援について、定例会実施、県下一斉ボランティア、ボラ

ンティア体験事業など計画通り実施出来た。 

評価 
 ボランティア活動支援は計画どおり実施出来たが、新たなボランティアの養成
など課題は残った。 

 

計画 
③生活課題を抱え支援を必要とする住民への相談支援・生活支援を行う。総合相
談の案内を毎月 1回実施する。 

実績 

総合相談の件数は少なかった。アウトリーチ訪問については全地区実施出来
て、課題の把握や相談につながった。 

 
 

評価 
総合相談窓口として、来所での相談は伸びなかったが、アウトリーチ訪問では

一定の成果を上げられた。今後はアウトリーチ訪問のやり方も見直しながら改善
していく。 

 

  

日程 地区 件数 日程 地区 件数

11月30日(水) 原 2 合計 30

7月19日(火) 永田下 3 12月１５日(木) 麓 3
8月26日(金) 奈佐木 1 12月21日(水) 奈佐木 1
10月7日(金) 中河間 3 1月31日(火) 夏木 2
10月14日(金) 永田上 4 2月9日(水) 下九瀬 4
11月11日(金) 内山 1 3月17日(金) 上九瀬 6



 

 

カ 野尻支所 
【地域福祉事業】 
事業の概要 

 住み慣れた地域で、自分らしい住みやすい環境を整えられるよう、地域住民の身近な相談
機関として、様々なニーズや福祉課題を把握し、住民が主体的に支えあえる仕組みづくりに
ついて、自主性を重んじ、一方向だけではなく色々な角度から問題提起し協働できるように
支援を行っていく。令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①地域の困りごとの早期発見・解決に繋げるための業務を行う。 
・年間 1回以上各いきいきサロンに出席し支援を行う。 
・年間 1回以上各校区社協の活動に出席し支援を行う。 

実績 

・サロン活動への相談支援や出前講座の講師調整など、運営者の負担軽減を行っ
た。サロン訪問については、訪問計画を作成したものの１５サロン中１３サロ
ンの訪問となった。また、サロン説明会は開催でなきなかったがレクリエーシ
ョン研修会を開催し、道具の貸し出し等の周知を行った。 

・各校区社協の会議や行事に参加して支援や協力を行った。また、校区別座談会
を開催して地域の課題や校区社協が抱えている課題等の把握と意見交換がで
きた。 

評価 

・全サロンの訪問はできていない。運営者の負担軽減のための意見交換会が必
要。 

・校区社協については、地域課題を共有することで連携した取り組みが期待でき
る。 

 

計画 
②生活課題を抱え支援を必要とする住民への相談支援・生活支援を行う。 
・野尻地区民児協との事例研修会を年３回実施する。 

実績 
民生委員研修会において、事例を示しながら相談への対応や関係機関へのつな

ぎなど、連携の重要性を確認した。また、市民が気軽に相談できる窓口であるこ
とを民生委員に周知するとともに市民への広報を行った。研修会 3回実施。 

評価 
総合相談窓口として、民生委員の相談対応支援や市民の各種相談に対応してい

る。 

 

【野尻町保健福祉センター受託事業】 
事業概要 
会議や研修の会場として、部屋の貸し出しを行う。また、災害時の避難場所としても

活用する。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①地域の保健福祉の拠点として住民が利用しやすい環境づくりを行う。月間利用
者延数 300人、月間利用件数 40件 

実績 

 

新型コロナ感染症の拡大も収まりつつある中で、利用を再開する団体や市の生
涯学習講座などの利用により利用者数は増加傾向にある。主催事業などの利用状
況をフェイスブック等で周知・広報しながら利用促進を図っていく。 

評価 
 自主事業は計画通り実施した。地域活動再開や市主催事業での利用が増えつつ
ある。 

 
 
 

  

5月

38

34
月

21 32 31 37

370

件数 21

32 33
11月

6月 7月

件数 30 33
10月

8月 9月月 4月

12月 1月 2月 3月 合計
28



 

 

（３）生活支援課 
事業の概要 

介護保険サービスや障害福祉サービス、行政からの委託・補助で行うサービスについ
て、事業を安定的に継続するため、採算状況やサービス提供状況について把握・分析し経
営判断を行っていく。「住民のニーズに応える事業・活動を実施する」という社協の原点
に立ち、地域の福祉ニーズに応じたサービスを展開する。 

令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①介護保険事業等における収益増加に努め、職員の処遇向上と新たな福祉ニーズ
に応えるための事業展開を計画的に実施する。介護・生活支援サービス検討会
議の実施及び介護技術専門の外部コンサルタントを導入する。 

実績 

不採算事業であったみどりの丘デイサービス事業の廃止が決定された。介護・
生活支援サービス検討会議については、実施できなかったが、みどりの丘デイサ
ービス事業の廃止に伴い、事業所で連携を図ることができた。スポーツクラブの
ルネサンスが推進しているシナプソロジーの導入や介護技術の向上のためのミ
ーティングを実施することができた。 

評価 
 介護保険事業における収支の増加が図れていない。認知症対応型共同生活介護
事業所を 4月開設し、満床となったが職員配置について課題がある。さらに事業
推進体制の検討を図る必要がある。 

 

計画 
②介護職員初任者研修事業を開催する。介護に必要な知識・技術を持ち、地域社
会に貢献できる介護職員を養成する。 

実績 

申込者 7 名あり、全員修了することができた。（うち、法人内職員 3名） 
評価  申込定員 20名に対し 7名であった。 

 

ア みどりの丘 
【みどりの丘デイサービスセンター】 
事業の概要 

要介護状態等となった場合において、その利用者が可能な限りその居宅において、そ
の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の世
話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持な
らびに利用者の家族の身体的・精神的負担の軽減を図る。地域密着型として、地域ニー
ズに合った事業運営を実施する。法人全体を見た運営を実施する。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 
計画 ①1日平均利用者数 15名 

実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 4 年 3 月 31日をもって、みどりの丘デイサービス事業の廃止が決定とな
る。年間平均 10.1名/日となった。利用者は望峰の里デイサービスセンターにお
いて受け入れをおこなった。 

評価  サービス内容は充実していたが、利用者数が伸びず、事業廃止となった。 
 

施設等の区分：地域密着型通所介護 定員：18人/日

月 稼働日数 利用平均 合　計
通所介護 総合事業

95

94
92
91

97

介護保険

220 117 103

9 22 8.9 195

5 20 11.6 231 139
6 22 10.2 225 134

4 22 10.3 227 133

7 22 10.0

100
8 22 8.6 190 93

90
88

2 20 9.8 195 78

10 21 9.0 188 98
11 22 8.3 182 94

3 23 10.0 231 103 128

80
117

合　計 256 9.5 2,420 1,266

20 8.7 173 94 79
1 20 8.2 163 83
12

1,154

修了者 7名

内　　容 介護に必要な知識・技術を持ち、地域社会に貢献できる介護職員を養成
期　　日 令和4年11月24日（木）～令和4年12月26日（月）
場　　所 小林市社会福祉センター会議室



 

 

計画 ②みどりの丘だよりの発行 
実績 発行回数 １回  SNS更新 3回 

評価 
 発行できていない。上半期営業広報について実施したが利用者増に繋がらなか
った。 

 

計画 
③地域密着型通所介護の制度を理解し、介護技術を高め、利用者サービスの向上
を図る。 

実績 
職務倫理や認知症ケアに関する研修（認知症ケア専門士による）を実施し、サ

ービスの向上を図った。 

評価 
ミーティング等での内部研修の充実を図った。コロナウイルス感染症により、

外部研修が十分できていない。 
 
【訪問入浴介護係】 
事業の概要 

要介護状態等となった場合においてもその利用者が可能な限りその居宅において、そ
の有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、居宅における入浴の援
助を行うことによって、利用者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を図る。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①パンフレット作成、事業所への広報を行い訪問入浴サービスの周知を図る。 
②新規契約年間 12件 

実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
年間相談者 18人 
新規利用者 16人 
うち継続契約者 3名 
 
 

評価 
 定期的に便りを作成し、利用者や事業所へ配布したが、契約に繋がっていない。 
契約されている人においても、体調不良等でキャンセルになる場合が多い。 
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部分浴
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0
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入浴回数
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0

0
7 48 0 0 0 0

72 399 1 0 0
3

合　計
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4 2 11
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イ 望峰の里 
【シルバーランド望峰の里デイサービスセンター】 
事業の概要 
当施設の設置目的である「在宅高齢者等の生活を支援するため」を念頭におき、利用者

が健康で安全な日常生活を地域で送っていただけるよう住民ニーズの把握や適切な職員
配置に努める。また、今までの実績や経験を活かし、改革改善に努めながら、安全な施設
の管理運営を基本として実施する。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①1日平均利用者数 25名 
②介護予防教室を週 1回実施し、5名の利用者を目標とする。 

実績 

 
 

 
利用率 63％ 一日平均数 15.6 名 新
規利用者要介護 12名 要支援 9名） 
新規利用や相談はあったものの、入所や
体調不良での利用休止もあり利用率が伸
びなかった。新たなプログラム（ｼﾅﾌﾟｿﾛ
ｼﾞｰ）を導入。効率のよい営業方法につい
てのセミナーを受講し、利用率増につい
て検討を実施した。 
R4.7月より元気わくわくぼうほう体操教
室を開始。平均数 8.2名 

評価 

 計画目標の未達成。SNS,お便り発行等は行ったが、効果は不十分。新たなﾌﾟﾛｸﾞ
ﾗﾑに取り組み利用者の反応はよかったが、利用率増までには至らなかった。営業
方法など、事業運営について検討を実施できた。新しい取り組みを行い、随時見
直しを実施している 

 

  

施設等の区分：通常型事業所 定員：25人/日

293

総合事業

463 463 170
31 15.3 176

0
465 465 310

180 0
475 475 299

自主事業

155 0

0
15.3 460 460

介護保険

3

稼働日数 利用平均

30 15.4

9
10
11
12

8
31 15.0

28 16.6

30

31 14.0

28 16.5
317 161

139 0
31 16.1 499 499 343

0
461 461 316

1
2

月

4
5
6
7

280

合　計
小　計 通所介護

195 0
354 15.6 5,538 5,538合　計

493 298

434 434 271 163 0

156 0
27 15.5 419 419 280

30 15.9 478 478

3,569 1,969 0
31 15.9 493

145 0
26 16.4 426 426 270 156 0

465 465 292 173 0

元気わくわくぼうほう体操教室（小林市一般介護予防事業）

4 4.8 19

月 稼働日数 利用平均 参加人数

4 0 0.0 0
5 0 0.0 0

9 4 4.0 16
10
11 4 11.3 45

6 0 0.0 0
7 3 4.7 14
8 1 3.0 3

3 5 11.6 58
合　計 30 8.3 248

12 3 8.7 26
1 2 10.0 20
2 4 11.8 47



 

 

【小林高齢者給食センター】  
事業の概要 
65歳以上の高齢者若しくは障がいのため自力で食事の確保が困難な方に、安否確認を

兼ねて自宅まで食事を配達する。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 

①関係機関と連携した緊急時対応の強化を図る。緊急時対応研修会年 1回 の実
施 

②自主事業での訪問給食を実施する。 
③サロン等の栄養相談事業を月 1回実施する。 
④栄養アセスメント事業、短期集中 C型栄養改善事業を実施する。 

実績 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

職員間での情報共有や関係機関と連携を図ることで、安否確認や緊急時対応な
どのサービスが継続出来ている。 
ミーティング 10回 緊急時研修会は未実施 アンケート：10月実施 
ふれあい給食 新規 8名 中止 4名 1日平均：3.9食 
サロン等栄養相談事業未実施 
アセスメント事業 5件 短期集中 C型栄養指導 3件  
年間訪問回数 23回実施 （７月～３月 月平均訪問回数 2.6回） 
 
ミーティングを実施し、利用者状況の共有、サービス向上に励むことが出来た。

課題のある利用者に対して、他機関と相談しながら支援を実施できている。 

評価 
 前年度から食数減少しているが月間利用者数は横ばい。研修等を随時行いサー
ビスの向上が図られている。利用者のニーズに対応した支援を行っている。 

 
 

  

※

夕　食昼　食

12 28
1 28

6 30
7

利用人員
828 1,715 80

652 1,309 71

31

月 稼働日数

4 30
5 31

31
8

70.0 1,961

72.7 2,181 732 1,449 71

9 28
10 31
11 30

2,543

82.7 2,563

1,737 4,280
79.6 2,467 796 1,671 74 1,787 4,254
83.2 2,497 827 1,670 79 1,936 4,433

76.5

84.8

2,024 4,205

1,758 3,719
72.4 2,028 652 1,376 75

874 1,689 78 2,026 4,589
83.2 2,580 885 1,695 78 2,017 4,597
81.7 2,288 750 1,538 76 1,865

他事業等
食　数

1日平均 25 51 74 64

2,373 808 1,565 75 2,050

50,142

3,717
3,991

3,7811,753

4,423
4,153

合　計
訪問給食サービス

平　均 小　計

65.8 1,843 562 1,281 64 1,874
63.8 1,978 597 1,381 66 2,013

2 28

140
76.5 27,302 8,963 18,339 887 22,840

3 31
合　計 357

自主事業の食数1,266食含む

ふれあい給食事業（自主事業）

月 稼働日数 利用平均 食数

4 30 0.0

7 31 3.9 121
8 31 3.8 119

139
11 30 4.5 136
12 28 4.4 122

9 28 4.1 116

0
5 31 1.7 52
6 30 3.8 113

合　計 357 3.5 1,266

1 28 4.0 112
2 28 4.0 112
3 31 4.0 124

10 31 4.5



 

 

ウ 茶のん村 
【小規模多機能ホーム茶のん村】 
事業の概要 
Ⅰ．利用者一人ひとりの暮らし方に合わせ、その人の自宅での 1日を思い描きその人

にとって必要なことだけを「通い」を通しての提供 
Ⅱ．自宅での生活を継続していくことに重点をおき、その人の自宅での暮らし方を理

解し自宅でも事業所でも大きな変化がないようにして、その人が自宅での生活で
何を支援すべきかを考えながら「泊まり」の提供 

Ⅲ．通いでは支えきれない時間帯や内容を必要な時間に必要な分だけを「訪問」にて
提供 

以上の 3つのサービスを柔軟に提供し、緊急時には、臨機応変に対応を行い、小規
模ならではの機能を果たしていく。 

令和 4年度事業計画・実績・評価 
計画 ①1ヶ月登録人数 25名 1日の泊り 6名 

実績 

 

1ヶ月平均登録人数 24.8名 1日の泊り 4.7名 
利用者の変動はあるも、その時の対応は出来ていた。相談はあるも利用に繋が

らなかった。 

評価 
 目標未達成。GHおんわの開始による利用者の契約解除を含め、年間 21件と多
かった。新型コロナウイルス感染症対応に追われ、職員体制も不十分な状況であ
った。 

 

計画 
②医療度の高い利用者の受け入れ態勢の充実と職員のスキルアップを図る。外部
講師による内部研修年 3回開催する。 

実績 
内部研修は年間計画 5回実施。外部研修は、計画、調整がつかず実施できなか

った。5月にコロナクラスター発生、その後感染症の勉強会、感染対策を強化し
た。 

評価  外部講師による研修・認知症ケアの勉強会が実施出来ていない。 
 
 

  

登録定員：29人（通い定員：18人/日、泊り定員：9人/日）
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7

401
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【グループホーム茶のん村おんわ】 
事業の概要 
認知症の高齢者に対して、共同生活住居で、家庭的な環境と地域住民との交流の下、入

浴・排せつ・食事等の介護などの日常生活上の世話と機能訓練を行い、能力に応じ自立し
た日常生活を営めるよう支援を行う。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 
計画 ①入所者数 9名 

実績 

 
 
 
3月 入所者数 9名 

評価  目標を達成、6月に満床となり維持している。 
 

計画 ②認知症基礎研修等の研修受講。受講者 50％ 

実績 
基礎研修に関しては、ほとんどの介護職員が受講されているが、実践者研修受

講までは出来ていない状況。 
評価 受講者 3 名 研修計画を立てる必要がある。 

 
 
エ 介護センター 
【居宅介護支援係】 
事業の概要 

  介護保険制度の理念に基づき高齢者が自立した生活を送れるよう、また高齢化に伴い
介護が必要な者に対して、介護相談、介護計画の作成等を行い、支援する。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①仕事の効率化としてスケジュール管理をしっかりし、職員のスキルアップを図
るために積極的に研修に参加し、利用者支援を充実する。1 人あたり月間請求
件数 27件 

実績 

 
新規件数 38件 年間平均持ち件数 19.9 件 
年間平均請求件数 18.2件 
入所、死亡、予防に移行等で中止になった件数 31件 

評価 
 ケアマネ増員、引継ぎ等で職員全員が 27件請求に達する事が出来ていない。 
スキルアップ及び効率化への取り組みを行う必要がある。 
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【小林訪問介護係】 
事業の概要 
高齢者や障がい者がその居宅において訪問介護員によって行われる身体介護あるいは

生活援助、その他必要な相談、助言を行い要介護者等の自立支援を行うことを目的とす
る。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 

①総合事業において、それぞれの利用者のプランに掲げられている目標とそれに
沿ったサービスの把握を徹底し、こまめに報告する。月間利用者数 20名 

②介護保険月間利用者 40名 障がい福祉サービス利用者 20名 
③居宅介護支援事業所や相談支援専門員部会での広報活動を強化する。 

実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①総合事業は、新規 7 件、年間平均請求件数 18．8 件、年間延べ訪問回数 1108
回、年間入所等で中止になった件数 4件  

②介護保険は、新規 17 件、年間平均請求件数 24.5 件、年間延べ訪問回数 4176
件  入所、死亡等で中止になった件数 6件 

③障がい福祉サービスは、新規 1 件、年間平均請求件数 11.6 件、          
年間延べ訪問回 3043回、入所等で中止になった件数 0件 

評価 

①総合事業は、自立支援に向けて利用者に声掛けしながら支援を行っている。 
②介護保険は、新規依頼は定期的にあったが、入院、入所される方が多かったた
め利用件数増には至らなかった。 

③障がい福祉サービスは、訪問回数増の利用者増。コロナ禍により広報ができて
いない。 
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オ 須木支所（介護保険事業） 
【須木訪問介護事業】 
事業の概要 

  利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営む
ことができるよう、入浴、排せつ、食事の介護その他の生活全般にわたる援助を行う。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 
計画 ①新規利用者年間 5人以上 

実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規利用者獲得年間 10 人
(達成率 200％)。 
広報活動により須木地区
内外での利用者を獲得出
来た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価 居宅支援事業所等への広報活動により、目標を達成する事が出来た。 

 

  

6 226 209 17 0
7 205 189 16 0
8 214 197 17 0

月 生活支援
訪問介護合　計 総合事業

4 228 205 23 0
5 246 229 17 0

介　護　保　険
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6
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4
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3
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12 3 0 0
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【パワリハ俱楽部事業】 

事業の概要 
  利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営

むことができるよう、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者
の社会的孤立感の解消及び心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的・精神的負担の
軽減を図る。 

令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 ①新規利用者年間 3人以上 

実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
新規利用者 0人 
（総合事業・介護保険事業） 

評価 目標未達成。広報を行うが須木地区での利用対象者が少ない 

  

施設等の区分:地域密着型通所介護 定員：18人/日
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介護保険
総合事業

8

8.5 195 145 50
2

168 124
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元気わくわく教室（小林市一般介護予防事業）

月
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8 2 4.0 8
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稼働日数 利用平均 利用者数
4 0 0.0 0
5 0 0.0 0
6 0 0.0 0
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9
10 4 4.0 16
11 2 3.5 7
12 1 2.0 2
1 3 2.3 7
2 1 3.0 3
3 5 2.2 11

合　計 25 2.9 73



 

 

カ 野尻支所 
【野尻高齢者給食センター】 
事業概要 
野尻地区の 65歳以上の高齢者若しくは障がいのため自力で食事の確保が困難な方に、

安定した食生活を維持し安心して在宅で生活できるよう、安否確認を兼ねて自宅まで食
事を届ける。 

令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①利用者のニーズに対応し、サービス向上を図る。サービス向上に関する検討会
議を毎月実施する。 

実績 

 
ミーティングを毎月開催して、利用者の情報共有を図った。配食数は前年比の

80.9％となっているが、対象者見直しによる減もあり利用者数は年間横ばいの状
況にある。利用者の緊急時にも職員の連携で対応した。今後も、配食時における
安否確認とともに、利用者満足度を高めるためのサービス向上に努める。 

評価 
配食数は横ばい。利用者満足度は高く、情報共有により利用者ごとのサービス

及び安否確認はしっかりできている。 
 
 
 

  

利用人員
8

月 稼働日数
訪問給食サービス 他事業等

合　計
平　均 小　計 昼　食 夕　食

1,224
5 31 39.9 1,237 10 1,247

食　数
4 30 40.5 44

45
1,216 597 619

614 623

1,166
10 31 40.1 1,243 655 588 46

61 1,269
7 31 37.9 599 41
6 30

8 1,251

4340.3 1,208 603 605
577

37.1 1,039 552 487 45

47

1,039
1 28 36.5 1,021 532

0

23 1,199
8 31 38.6 1,196 604 592 42 0 1,196
9 29 39.9 1,156 563 593 46 10

9 1,183

489 43 0 1,021
45 9470

14,062
1日平均 20 19 44 0 39

1,054
3 31 39.1 1,213 696 517

358 38.9 13,924 7,205 6,719
0 1,213

合　計 138

1,176

11 30 39.1 1,174 615 559

2 28 37.3 1,045 575

533

46
12 28



 

 

(４)小林市地域包括支援センター 
【小林市地域包括支援センター】 
【小林市西部地域包括支援センター】 
事業の概要 
包括的支援事業である（1）介護予防ケアマネジメント、（2）包括的・継続的ケアマネ

ジメント支援事業、（3）総合相談支援事業、（4）権利擁護事業に基づいて各事業に取り組
む。 
令和 4年度事業計画・実績・評価 

計画 
①職員の資質向上を図る。職員の専門的知識の課題を抽出し、教育研修プログラ
ムを策定する。 

実績 

（小林）OJT 及び OFF-JT を行い人材育成を行なっている。その他内外研修にも
積極的に参加し、資質の向上が図られている。教育研修プログラムは策定してい
ない。 
（西部）下半期も外部研修・内部研修においても積極的に参加し、専門的な質の
向上に努めた。コロナウイルスの感染状況に応じ、必要に応じて対面研修やハイ
ブリット、ZOOM研修など多彩な研修を職種も含め全員が受けられる体制とした。 

評価  研修計画ができていないが随時必要な研修に参加し、報告をおこなっている。 
 

計画 
②ICTの活用を推進する。タブレットを配備して、ケアプラン作成や相談などの
業務を効率化する。業務マニュアルを整備する。 

実績 
（小林）（西部）令和４年 10月下旬よりシステム変更（パソコン入れ替え）に加
え、タブレットも導入している。使用にも大きな問題はない。評価を行い、業務
効率に向けタブレットの活用など研修が必要 

評価 
 システムの導入・整備ができており、今後使用状況を踏まえ、職員研修や活用
方法の周知が必要。 

 

計画 
③センターの広報・周知を強化する。ホームページ・ＳＮＳ・出前・広報誌の見
直しと充実を図る。 

実績 

（小林）ホームページ及びフェイスブックの更新ができていない。メールマガジ
ンは発行している。 
（西部）パンフレットを作成し、地域の中心となるスーパー・支所・診療所・交
番など広報を進めた。活動を理解してもらう機会が少ない 

評価 
 新規事業所として西小林地区の広報ができている。HP の更新や SNS 構築がで
きていない。 

 

計画 
④高齢者虐待防止・成年後見利用促進を図る。職員内での勉強会・マニュアル作
成。虐待防止及び成年後見マニュアルの把握・見直しを行い、年 1回研修を実
施する。 

実績 

（小林）法人内研修と居宅連絡会において、研修を実施している。 
（西部）行政と連携を図りながら、社会福祉士が中心となり事実確認や調整を行
った。成年後見等についても勉強会への参加や中核機関とも連携を図ることはで
きた。 

評価 
 虐待防止の研修や「中核機関 権利擁護推進センター『つなご』」との連携の促
進を図った。 

 
計画 ⑤医療との連携を図る。医療連携シート様式の確認と見直し検討を行う。 
実績 （小林）（西部）医療連携室が調整しており、終結。 
評価  連携は継続しつつ、目標としては終結とする。 
 

計画 ⑥介護支援専門員に対する支援を行う。主任ケアマネ連絡会との連携を図る。 

実績 
（小林）（西部）居宅連絡会にて後方支援の実施や質の向上を図った。また、2か
月 1 回主任ケアマネ連絡会議を開催し、災害時における対策や交通弱者の問題
に対し、協議や提言を実施し連携を図ることができた。 

評価  計画通り連絡会を実施し、支援ができている。 
 

  



 

 

計画 
⑦予防プランにおける自立支援型ケアマネジメントを推進する。生活支援コーデ
ィネーターとの連携を強化し、地域のサロンやパワーステーションなど地域資
源を活用される方を増やす。 

実績 

（小林）カンファレンスやブラッシュを通じて、地域資源を取り入れた自立に向
けた支援計画を作成している。 
（西部）西小林地区にある資源の把握を職員がまだできていない。また、アセス
メント事業や A型事業、C型事業の活用も課題となっている。 

評価 
地域資源を取り入れたプランの作成を行っている。西小林地区ついては、資源

が少ないため、ＳＣとの連携により充実を図ることが必要。 
 

計画 
⑧地域での介護予防普及を推進する。パワーステーション活動を推進し参加者年
間 1,050 名を目指す。 

実績 

パワーステーション 毎週木曜日百歳会館 参加延べ人数 524 人 
（小林）実施できているがコロナにより参加者が減少している。 
（西部）西小林地区において、パワーステーションの必要性の把握等行えていな
い。 

評価 
 参加者の目標が達成されていない。西小林地区ではパワーステーションの必要
性の検討が必要。 

 

計画 
⑨地域の介護予防活動育成支援、ボランティアの育成を行う。Eサポーター50名、
パワーアップサポーター30名の新規登録者 

実績 

介護ボランティアポイント事業 参加人数 37人 
（小林）サポーターが減少。広報不足。 
新規サポーター養成講座受講生 10名うち 5名登録  現在登録合計 63名 
（西部）小林包括・のじり包括と共同しｅサポーターの養成を実施していくこと
と、西小林には、地域包括ケア推進サポーターが少ないことから、計画的にサポ
ーターの内容を広め人数を増やす。 

評価  サポーター養成講座の受講者が少なく目標未達成。 
 

計画 
⑩認知症の理解と普及啓発を推進する。認知症サポーターの受講生 1,000 人養
成。コスモス手帳・ガイドブック（認知症ケアパス）の内容見直し作成を行う。 

実績 

認知症ケアパスの作成。認知症ネットワーク会議は 1回開催 
（小林）サポーター養成講座 7回実施 332人、学校等で実施。多くの団体で実施
できるよう広報を行う。 
（西部）サポーター養成講座 1回実施 35人、西小林でのサポーター養成講座の
実施ができていない。サポーターが活躍できる場がない。チームオレンジへつな
げていきたい。 

評価 
 認知症サポーター養成講座について、コロナ発生に伴い、講座が実施できなか
ったため、未達成であった。コスモス手帳・ガイドブック（認知症ケアパス）が
作成できた。 

 

計画 
⑪認知症の早期発見・対応への支援を強化する。愛優見ねっとの受信者の促進を
図る。初期集中支援チームのチーム延べ対応件数 60件 

実績 

（小林）（西部）初期集中支援チーム会議 12 回 訪問件数 37 件 本人の受入拒
否などで、しかるべきサービスにつながらないまま支援期間の６ヶ月が過ぎてし
まうケースがある。訪問先が伸び悩んでいる。利用促進が不足している。 
愛優見ネットのシステムが見直しされ、稼働しているため、周知と登録を進める。
また、西小林地区の登録者の現状を確認し、廃止手続きなど行っている。 

評価 
 随時、関係機関からの認知症の利用者の紹介・相談に対応し、医師を交えケー
ス検証を行い、認知症の対応支援を行った。利用の促進が必要。愛優見ねっとに
ついてシステム構築ができている。 

 
計画 ⑫家族介護継続支援事業について、運営の企画再検討と参加者の拡大を図る。 

実績 
（小林）（西部）家族介護者の家族介護者の集い（12回／年） 毎月第 2土曜日 
介護をされている家族、介護が必要な本人などが集まり、茶話会、情報交換を

行った。延べ 76人／年の参加者があった。 
評価  実施できているが、参加者の固定が見られる。内容の工夫が必要。 

  



 

 

計画 ⑬校区地区社協と連携した見守り声掛け訓練を年 2回以上実施する。 

実績 
（小林）（西部） 
1回 3月 18日 上町中区で実施 地域住民 22名 サポーター18名参加 

評価  新型コロナウイルス感染症の影響があったが 1回実施。 
 

計画 ⑭役職や指導的職員等リーダー層の育成に取り組む。 
実績 （小林）（西部）毎月 2時間外部講師の管理者育成研修を法人全体で実施 
評価 法人全体で実施するため完了 

 

計画 
⑮災害時の支援協力体制など事業所の持つ機能を地域に提供できるネットワー
クづくりを構築する 。災害時の事業継続計画（BCP）を策定する。 

実績 
（小林）策定したが見直しが必要 訓練を行っていない 
（西部）BCPについては、マニュアルを作成している。しかし、内容の検討には
至っていない。 

評価 目標未達成。見直しができていない。 
 

計画 
⑯定期的に介護予防教室を地域で開催し、地域住民の実態を把握し、早期に課題
を発見し予防に努める。 

実績 （西部）コロナウイルスの感染の予防面から介護教室は実施できなかった。 
評価 目標未達成。 

 
在宅高齢者訪問等調査         

新型コロナウイルス感染症の影響による高齢者の身体機能の低下等を防ぐため、高齢
者宅を市民ボランティアが訪問し、健康状態の確認を行った。 

令和 4年 5月～令和 4年 3月 （小林）市民ボランティア 27人 調査件数 927人 
（西部）市民ボランティア  6人 調査件数 308人 

 
実態把握、総合相談支援事業（西部） 
 実態把握 627件 食のアセスメント 56件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

介護予防プラン事業（小林市地域包括支援センター）

委託件数

合　計

10

282

1,276 1,509 3,680
284

294

3,676 891 582

289
296

1
2

280

3

4
5

288

12

要支援1 要支援2
計

393

11

294

包括件数
事業所別介護度別

総合事業
88

77
78

71 91

89
301

282

6
7
8
9

393 167

73
68 103 109 280

68 100

37

71 93 118

121 285

284 39
38

46
43
44

73 90

126 298
300

120 282

102 113 289 57
48

102 120 289
68
67

123105

53

58

102

59

114

394
160 395

289

138
144

月

60106 118 295

介護予防プラン事業（小林市西部地域包括支援センター）

委託件数
月 計

介護度別 事業所別
要支援1 要支援2 総合事業 包括件数

4 0

111 19 45 47 103 8

5 0
6 108 19 39 50 108 0
7 107 20 41 46 107 0

合　計 1,101 198 421 482 1,044 57

11 108 20 41 47 100 8
12 109 20 41 48 101 8
1 111 21 41 49 103 8
2 110 20 41 49 102 8
3 113 20 42 51 105 8

8 108 19 42 47 108 0
9 116 20 48 48 107 9
10


